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百万円

◆歳入決算の推移

Ｈ19年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度

※普通会計＝一般会計・墓地会計

Ｈ23年度

◆　普通会計・歳入決算の状況　◆
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（単位：百万円,％）

Ｈ19年度

●市税は平成20年度をピークに平成21年度以降減少傾向となっています。

●地方交付税は平成23年度においては東日本大震災に係る特別財政措置としての震災復興特別交付税の受け入れにより大幅な増となっています。

●国県支出金は被害日本大震災に伴う災害復旧に係る補助金の増及び復興交付金事業に係る交付金の増に伴い大幅な増加となりました。

●市債は，小中学校耐震補強事業の終了及び減収補てん債の減に加え，東日本大震災への対応に伴う普通建設事業費の減少により大幅な減となりました。
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百万円

◆歳出決算の推移

◆　普通会計・歳出決算の状況　◆
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義務的経費

（単位：百万円,％）

3,363 15.3%

42.0%8,618

2,692

その他経費

●義務的経費は,23年度は扶助費の増があるものの人件費,公債費による減が上回り前年度に比べ微減となりました。

　人件費については，退職者の増加による年齢構成の変動により減となっています。

　扶助費については,児童手当や少子高齢化対策，生活保護経費の増などにより増加しています。

　引き続き，事業の見直しや行財政改革に取り組み，重点事業への配分に努めます。

●投資的経費の主な事業は，23年度においては約18億円が災害復旧事業となっています。
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総額（百万円） 実質収支額（百万円）

本市の実質収支は,長期にわたり黒字の
決算となっており,安定した財政運営に
努めています。

◆　普通会計・決算収支の推移　◆
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◆本市では,特定の事業を行うため一般会計と区分し,次の特別会計を設置しています。

◆特別会計

国民健康保険事業の運営

後期高齢者医療事業

介護保険事業の運営

公共料金等の支払

※H22決算額　歳入11,201　歳出10,927

289 289 0

特 別 会 計 総 計

歳出

4688,690

2,969

8,222

1

112

357

12,306 11,725

国 民 健 康 保 険

介 護 保 険

後 期 高 齢 者 医 療 358

2,857

公 共 料 金 集 合 支 払

581

歳入

◆　平成23年度特別会計・企業会計決算の状況　◆

差引 事業内容

（単位：百万円）

特 別 会 計 名

5

◆企業会計

※資本的収支の不足額は,内部留保資金や当年度の純利益などで補てんしています。

総費用事 業 区 分 総収益

732

1,638 1,555 83

0 5

2,271 1,539

農 業 集 落 排 水 事 業 143 102

△861861

△2341 1

862

6

1,723

3

企 業 会 計 総 計 4,057 3,196

農業集落排水事業の経営24

3

◆市町村が,住民の福祉の向上を目的として経営している企業を公営企業といい,本市では上水道事業や公共下水道事業などにつ
いて,企業会計方式により管理しています。

収支差引

水道事業の経営と施設整備△328

資本的収入

364

資本的支出純利益

鹿島神宮駅北部の宅地造成

491

692

1,004

事業内容

（単位：百万円）

下水道事業の経営と下水道整備△513

水 道 事 業

鹿 島 神 宮 駅 周 辺 北
土 地 区 画 整 理 事 業 5

公 共 下 水 道 事 業
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Ｈ22年度Ｈ１9年度

0.80

Ｈ20年度 Ｈ21年度

0.77
1.43

0.76
1.36

◆　財政指標の推移（H23年度まで）　◆
（単位：％）

1.280.95鹿嶋市 1.21
Ｈ１7年度

0.99
Ｈ１8年度Ｈ１6年度

1.04
県内市平均 0.70 0.70

順位 2位/26市 3位/32市  2位/32市3位/32市3位/32市 2位/32市

Ｈ23年度

0.80
1.11

 2位/32市

区　　分

0.73
 2位/32市

財政力指数
(３ヵ年平均)

0.74

本市の財政力指数は,県内市平均よりも高い水準で常に上位を維持しています。

※財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指数で，標準的な行政活動に必要な財源をどれくらい自前で調達

できるかを表しており，指数が高いほど財政力が強いと言えます。

基準財政収入額（市税など自前で調達できる収入）を基準財政需要額（標準的な行政活動に必要

な経費）で除して得た数値の過去３年間の平均値です。

単年度の財政力指数を「単年度財政力指数」と呼び，1.0を超えた場合は，当該年度の普通交付税

は交付されない，いわゆる不交付団体となります。

1.00 

鹿嶋市 県内市平均

6

※表内の順位は,財政の健全性が高いものを上位としています。
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※収入から臨時財政対策債等を除いた場合 (94.4)

鹿嶋市
Ｈ１9年度

91.0
90.1

Ｈ１6年度

県内市平均

Ｈ23年度

87.7
17位/32市

87.1
30位/32市

Ｈ22年度

(95.9)

区　　分

 経常収支比率
※収入に臨時財政対策
債等含む 順位

（単位：％）

(99.0)

92.9

は交付されない，いわゆる不交付団体となります。

本市の経常収支比率は，市税収入の伸びにより一時的に好転していましたが，景

気低迷による市税の減収や扶助費の増などにより上昇しています。

今後も行財政改革を推進し，財政の健全化に努めていきます。

※経常収支比率

市税など使途が特定されておらず経常的に収入される財源のうち，人件費，扶助費，公債費など経

常的に支出される経費に充当されたものが占める比率です。

都市にあっては、70～80％にあるのが望ましく，80％を超えると財政構造の弾力性が失われつつあ

ると言われています。
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12.714.0

Ｈ20年度Ｈ１9年度 Ｈ22年度
13.3

15.2
13.9

11位/32市

16.3

3位/32市8位/32市

Ｈ23年度

15位/26市 23位/32市 11位/32市

◆　財政指標の推移（H23年度まで）　◆

9.012.6
14.7 15.215.2

15.7
Ｈ１7年度 Ｈ１8年度Ｈ１6年度

14.3
7位/32市

区　　分

公債費負担比率
鹿嶋市

9位/32市順位
14.7

（単位：％）

県内市平均
13.9 13.0

Ｈ21年度

本市の公債費負担比率は，合併建設計画(Ｈ7.9.1合併)に基づく事業執行などに

より高い水準となっていましたが，市債発行を元金償還額以内に抑制するなど健全

化に努めた結果，県内市平均を大幅に下回っています。

※公債費負担比率

一般財源（市税などの使い道が特定されない財源）総額のうち，どのくらい公債費（借入金の償還）

に充当されたかを示すものです。一般的に，15％が警戒ライン，20％が危険ラインとされています。
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鹿嶋市 県内市平均
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　※起債制限比率

※表内の順位は,財政の健全性が高いものを上位としています。

Ｈ１8年度Ｈ１7年度
11.6
11.6

Ｈ23年度

12.5

(11.7) (12.1)

15.0
13.1

15位/32市

Ｈ21年度Ｈ20年度

県内市平均 -
順位

(8.9) (9.1)(11.1) (9.9)
15位/32市

(8.3)

-

(11.3)
9位/32市

実質公債費比率
鹿嶋市

13.6

（単位：％）

-
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16.3 14.9 11.4
10.9

Ｈ22年度

18位/32市

11.5
13.3

19位/32市
15.4

区　　分 Ｈ１9年度

本市の実質公債費比率は市債残高の減などにより，改善傾向にあります。引き続

き，市債発行を元金償還額以内に抑制するなど健全化に努めています。

※実質公債費比率

平成18年度から，地方債の借入が許可制から協議制に移行したことに伴い新設された指標です。

これまでの起債制限比率は，市税などの経常的な収入に対する市の借入金の返済の割合を示すも

のでしたが，これに公営企業の市債返済に要する繰出金などを含めて算出したものが実質公債費

比率になります。この比率が18％以上の団体は地方債の発行に際し許可が必要となり，さらに25％

以上の団体は一部の単独事業に係る地方債が制限されます。

5.0 

Ｈ１6年度Ｈ１7年度Ｈ１8年度Ｈ１9年度Ｈ20年度Ｈ21年度Ｈ22年度Ｈ23年度

10.0 

12.0 

14.0 

16.0 

18.0 

20.0 

Ｈ１7年度 Ｈ１8年度 Ｈ１9年度 Ｈ20年度 Ｈ21年度 Ｈ22年度 Ｈ23年度

鹿嶋市 県内市平均

7



◆基金残高の推移

百万円

◆　基金残高の推移　◆

6,000

7,000

8,000

1,642 1,537
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基金残高については，市税の一時的な増収による決算余剰金の財政調整基金への積み立てにより増加傾

向にあります。平成23年度は財政調整基金はほぼ横ばいとなっていますが，特定目的基金において東日本

大震災復興交付金に係る基金の設立により基金残高は増加しています。引き続き長期的視野に立ち，安定し
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（単位：百万円）
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◆市債発行額の推移 ※普通会計における通常債は,特例債以外の市債を集計しています

百万円

○市債発行額は,実施事業等により流動的ですが，近年は20億
～30億程度で推移しています。

○普通会計通常債は,H22年度は平井小学校大規模改造事業・
大野まちづくりセンター整備事業等により発行額が大きくなって
います。H23年度は震災対応を優先したため前年度に比べ減少
しています。

○普通会計特例債は,H21年度H22年度と例年に比べ増加して
いますが,これは減収補てん債の発行によるものです。
（H22年度　減収補てん債発行額　300百万円）
（H22年度　臨時財政対策債発行額　880百万円）

◆　市債の推移　◆

1,000

2,000

3,000

4,000

1,247
1,021

1,375
1,004

1,380

1,025

786

599

530 520

1,247

1,180

854
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813

996

938 1,440
1,144

853

681

555

2,499

3,085

2,803

2,361
2,595

2,215

2,589

3,236

2,195

合計額 特別・企業会計債 普通会計特例債

合計額

特例債は，臨時財政対策債，減税補てん債,減収補

てん債,臨時経済対策債を含んでいます。

◆市債残高の推移
百万円

○市債残高は,合併関連施設整備等によりＨ10年
度にピークを迎え,その後は減少傾向となっていま
す。

　
○普通会計債は減少傾向にあります。
　その内訳として，建設事業の抑制により通常債
が大幅に減少している反面,臨時財政対策債等の
発行により特例債が増加しています。

○特別・企業会計債は140億円前後で推移してい
ます。

0

H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度

581
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824

625 551 489

1,004
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4,562 5,440 5,911 6,083 6,123
6,129 6,850 7,469 7,740

13,984 13,895 14,075 14,202 14,550
14,605 14,668 14,511 14,192

32,574 32,730 32,513 31,883 31,364 30,191 29,789 30,062 29,695

合計 特別・企業会計債 普通会計特例債

合計額

※平成16年度の発行額には減税補てん債（借換

債）の10億98百万円は含まれていません。
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